
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６（予算）

467,756 496,211 494,086 472,226 492,877 483,477

118,854 120,360 127,142 132,532 131,777 119,449

千円 千円 ％ 25.4% 24.2% 25.7% 28.0% 26.7% 24.7%

人 人  月 453,677 495,055 491,110 469,700 492,854 483,469

14,079 1,156 2,976 2,526 24 8

2,647,613 2,664,506 2,662,069 2,688,007 2,685,489

 現金預金 78,890 122,165 136,787 147,938 164,393

 投資有価証券 459,516 459,754 459,991 470,228 470,466

 第２号基本金引当特定資産 195,120 195,121 195,121 195,121 195,121

 第３号基本金引当特定資産 1,333,925 1,334,925 1,335,925 1,336,925 1,336,925

39,354 49,534 38,657 35,208 26,452

2,608,259 2,614,972 2,623,412 2,652,799 2,659,037

2,018,205 2,023,764 2,029,227 2,056,087 2,062,185

590,054 591,208 594,185 596,712 596,852

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６（予算）

9 9 9 118,854 120,360 127,142 132,532 131,777 119,449

0 0 0  委託料 229 254 325 362 281 499

0 0 0  補助金 118,625 120,106 126,817 132,170 131,496 118,950

9 9 9  負担金 0 0 0 0 0 0

3 3 3  その他 0 0 0 0 0 0

62 64 64 　その他　 0 0 0 0 0 0

39 38 39 0 0 0 0 0

2 2 2 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0

0

9

Ｒ６

25.5

3

2

41

63

3

9

法人番号

Ｒ２

99

3

9

0

0

3

9

0

0

学校法人　吉備高原学園

2,062,185

9

Ｒ１

22

 常  勤

 非常勤

 非常勤 2523 2622

 常  勤

22

4140

6362

22

名　　称

事務所の所在地

代 表 者

527,500出資金等総額 うち県出資金等

加賀郡吉備中央町上野２４００

理事長　伊原木　隆太 平成2年10月4日

8260005002272

設立目的

教育基本法及び学校教育法に従い、生徒と教職員が起居を共にしな
がら人格的にふれあうことができる全寮制高校を設置運営し、心身
ともに健康でたくましい自主的かつ創造性豊かな人材の育成を図
る。

主な事業

職  員

　総　数

  総  数

 うち県職員

役　員  うち県派遣職員

 うち県派遣職員

経　営　状　況　等　の　概　況　（ 県 外 郭 団 体 ）

役　　　 職　　　 員　　　 の　　　 状　　　 況

団　体　の　基　本　情　報　　（Ｒ６．４．１現在） 　　　　　　　　　経　営　実　績　と　財　産　の　状　況　　　　　（単位：千円）

　　　　　　　　岡　山　県　か　ら　の　支　出　の　状　況　　　　（単位：千円）

　当期正味財産増減額（Ａ－Ｃ）

　総 資 産　Ｄ

主
な
も
の

　正味財産　Ｆ＝Ｄ－Ｅ

 うち基本財産　Ｇ

県出資比率

設立年月日

　経営実績と財産の状況
についての評価

　県支出金の割合（Ｂ／Ａ）

　収益　Ａ

　うち県支出金　Ｂ

　費用　Ｃ

吉備高原学園高等学校の設置運営

（学校の特色）
・岡山県と民間による公私協力方式の男女共学、全寮制の普通科の
高等学校である。
・全寮生活の中でふれあいによる「全人教育」をめざしている。
・普通科の中に１０のコースを設け、１年生でそれぞれを体験した
うえで、２年生から各人が希望するコースを自由に選択できるコー
ス制をとっている。
・不登校傾向の生徒、高校を中途で退学した生徒も意欲のある者は
積極的に受け入れている。

役    員 職　　員 63 決算時期

 長期貸付金（年度末残高）

 損失補償限度額

 損失補償契約に係る債務残高

 債務保証限度額

 債務保証契約に係る債務残高

  当期正味財産増減額は、平成２４年度以降プラスとなっている。
　厳しい経営環境の中、支出の抑制に努め、法人による堅実な経営がなさ
れていると評価できる。

　県支出金

 短期貸付金

 累積剰余/累積損失（Ｆ－Ｇ）

　総 負 債　Ｅ

内
　
訳


